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１．実績一覧 

平成 15年度実績は、下表に示すように 20の目標に対して、6項目が既に達成（○）、12項目が現状未達成（×）、2項目が不明
（△）であった。 

No. 項目 目標 平成 14年度
レベル 

平成 15年度 
実績 

平成 20年度
目標レベル 達成状況 

1 温室効果ガス[t-CO2] 5%削減 29,469※1 30,316 2.9%増 27,996※1 × 
2 燃料 ガソリン[L] 5%削減 239,621 145,846 39.1%減 227,640 ○ 
3  灯油[L] 5%削減 782,675 923,005 17.3%増 743,541 × 
4  軽油[L] 5%削減 110,835 107,972 2.6%減 105,293 × 
5  重油[L] 5%削減 373,549 388,780 4.1%増 354,872 × 
6  都市ガス[m3] 5%削減 731,242 530,705 27.4%減 694,680 ○ 
7  LPガス[m3] 5%削減 32,234 28,551 11.4%減 30,622 ○ 
8 電気[kWh] 5%削減 34,704,778 35,323,869 1.8%増 32,969,539 × 
9 水[m3] 5%削減 557,790 656,970 17.8%増 529,901 × 
10 用紙 A3[冊] 10%削減 2,882 4,002 38.9%増 2,594 × 
11  A4[冊] 10%削減 21,361 28,277 32.4%増 19,225 × 
12  B4[冊] 10%削減 11,870 10,422 12.2%減 10,683 ○ 
13  B5[冊] 10%削減 1,796 1,749 2.6%減 1,616 × 
14 封筒 大[枚] 10%削減 113,807 135,730 19.3%増 102,426 × 
15  B5[枚] 10%削減 16,549 21,270 28.5%増 14,894 × 
16  中定型[枚] 10%削減 356,997 570,638 59.8%増 321,297 × 
17  中定型外[枚] 10%削減 61,226 31,950 47.8%減 55,103 ○ 
18  小[枚] 10%削減 130,868 61,933 52.7%減 117,781 ○ 
19 ｸﾞﾘｰﾝ

購入 
コピー用紙 
(古紙配合率 100%) 使用率 100% － － － 100% △ 

20  ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ 
(古紙配合率 100%) 使用率 100% － － － 100% △ 

※１ 「２．基準値に関する事項 （１）温室効果ガス基準値の修正」を参照のこと。
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２．基準値に関する事項 

（１）温室効果ガス基準値の修正 

調査結果の見直しに伴い、下記事項における修正を行った。 

 

平成 14 年度 

温室効果ガス 

[t-CO2] 

修正内容等 

修正前 29,611 － 

修正１ ＋15 

調査漏れによる、 

新南陽北部浄化センター及び鹿野浄化センターの

終末処理場におけるメタン、一酸化二窒素の発生

を追加。 

修正２ -157 

調査不足による。 

し尿処理場が、生物学的処理を行っていないこと

判明。 

し尿処理場の終末処理場におけるメタン、一酸化

二窒素の発生を削除。 

修正後 29,469 － 

 

調査回答先が不明のため、下記部署は平成 14 年度対象から除外されている。 

 

新南陽市秘書課、新南陽市企画調整課、新南陽市合併プロジェクト担当、新南陽

市財政課、新南陽市工事管理室、新南陽市情報システム課、新南陽市市民課、新

南陽市社会課、新南陽市公園緑地課、新南陽市Ｎ７埋立事業推進室、新南陽市会

計課、新南陽市選挙管理委員会事務局、新南陽市監査委員会事務局、新南陽市農

業委員会事務局、新南陽市議会事務局、新南陽市教育委員会総務課、新南陽市教

育委員会学校教育課、鹿野町議会事務局、鹿野町選挙管理委員会事務局、鹿野町

監査委員会事務局 

 

（２）基準値の不確実性に関する事項 

平成 14 年度調査では、使用量が把握できなかった箇所はゼロで計算していた。

このことにより、実際使用量より少ない数値が算定されている可能性がある。 

平成 14 年度調査では、使用量調査で空欄がある。ゼロであるのか、不明である

か判断できないため、ゼロとして算定している。このことにより、実際使用量よ

り少ない数値が算定されている可能性がある。 

対象となる組織境界及び活動境界の判断は、調査先がプランの基準をもとに判

断し、調査先一括の数値を事務局が受けている。このことにより、担当者の変動

による対象範囲変化の可能性がある。 

 



3 

３．算定の対象となる組織、期間、活動の範囲等 

（１）組織の概要 
基準となる平成 14 年度は、旧徳山市、旧新南陽市、旧熊毛町、及び旧鹿野町
であった。 
平成 15年度は、平成 15年 4月 20日まで旧２市２町であり、平成 15年 4月

21日より周南市となった。 
（２）算定の対象とした期間 
下表による。 

年 度 期 間 
H14 平成 14年 4月 1日から平成 15年 3月 31日まで 
H15 平成 15年 4月 1日から平成 16年 3月 31日まで 

（３）算定の対象とした組織 
別紙１「対象とした組織」を参照のこと。 

（４）算定の対象とした活動 
市が直接実施する事務・事業全般を対象とした。 

 
４．各項目ごとの達成量 

（１）温室効果ガス 
○温室効果ガスの総排出量 
平成 15 年度の温室効果ガスの総排出量は 30,316 t-CO2で、平成 14年度比で

2.9%の増加となった。 

年度 温室効果ガス総排出量 
【t-CO2】 H14年度比 

H14 29,469  
H15 30,316 2.9%増 

H20目標値 27,996 5.0%減 
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○温室効果ガスごとの排出量 
平成 15 年度の温室効果ガス別の排出量では、二酸化炭素が 94.7％と大部分を
占めている。平成 14 年度と比較すると、全ての温室効果ガス種類において増加
した。 

二酸化炭素換算値 [t-CO2] 温室効果ガス 
種類 H14 H15 変動 H15 

比率 
二酸化炭素(ＣＯ２) 27,945 28,712 2.7％増 94.7％ 
メタン(ＣＨ４) 409 432 5.6％増 1.4％ 

一酸化二窒素(Ｎ２Ｏ) 1,115 1,171 5.0％増 3.9％ 
合 計 29,469 30,316 2.9％増 100.0％ 

 
○活動種類別の排出量 
温室効果排出に関する活動は、ビル・プラントでの燃料燃焼によるもの（空調・

照明・設備運用等）が 92.7％とほとんどを占めており、平成 14 年度と比べて増
加している。自動車の走行による排出量は大きく減少している。 

二酸化炭素換算値

[t-CO2] 活動項目 
H14 H15 

変動 H15 
比率 

ビル・プラントでの燃料燃焼 
（自動車燃料除く） 27,082 28,090 3.7％増 92.7％ 

自動車の走行 
（自動車燃料燃焼含む） 885 636 28.1％減 2.1％ 

終末処理場における 
メタン、一酸化二窒素の発生 1,503 1,589 5.2％増 5.2％ 

合計 29,469 30,316 2.9％増 100.0％ 
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○部門別の温室効果ガス排出量 
平成 15 年度の部局会別の温室効果ガス排出量は、下水道事業を有する都市開
発部が 23.5%で最も多く、次いで幼稚園・学校・公民館・体育館等の多くの施設
を所管する教育委員会が 16.1％、水道事業を有する水道局が 15.2％で、合計
54.8％と、全体の半分以上を占める。その他、廃棄物処理事業を有する環境生活
部が 10.0％であった。 
平成 14年度との比較では、環境生活部が 17.3％、経済部が 11.2％の増加とな

った。 
二酸化炭素換算値 

[t-CO2] 部局会 
H14 H15 

変動 H15 
比率 

行政改革推進室 － 0 － 0.0％ 
企画財政部 66 72 9.1％増 0.2％ 
総務部 1,108 1,215 9.7％増 4.0％ 
環境生活部 2,590 3,039 17.3％増 10.0％ 
健康福祉部 2,405 2,600 8.1％増 8.6％ 
経済部 1,930 2,146 11.2％増 7.1％ 
建設部 10 8 20.0％減 0.0％ 
都市開発部 6,987 7,120 1.9％増 23.5％ 
競艇事業部 2,227 2,131 4.3％減 7.0％ 
入札監理室 0 0 － 0.0％ 
新南陽総合支所 1,155 1,069 7.4％減 3.5％ 
熊毛総合支所 839 575 31.5％減 1.9％ 
鹿野総合支所 384 380 1.0％減 1.3％ 
会計課 181 0 － 0.0％ 
水道局 4,647 4,602 1.0％減 15.2％ 
消防本部 515 470 8.7％減 1.6％ 
教育委員会 4,604 4,887 6.1％増 16.1％ 
選挙管理委員会事務局 0 0 － 0.0％ 
監査委員事務局 0 0 － 0.0％ 
農業委員会 1,001 0 － 0.0％ 
議会事務局 116 1 99.1％減 0.0％ 

合計 29,469 30,316 2.9％増 100.0％ 
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○都市開発部の温室効果排出ガス 
都市開発部の温室効果排出ガスの内訳を下表にまとめた。下水道管理課の各浄

化センターの事業活動による排出量が大半を占めている。 
温室効果ガス排出量 

[kg-CO2] 内訳 
H14 H15 

変動 H15 
比率 

都市計画課 1,068 1,210 13.3％増 0.0％ 
開発指導課 0 1,196 － 0.0％ 
都市整備課 4,959 9,115 83.8％増 0.1％ 
区画整理課 950 0 － 0.0％ 
下水道管理課 0 0 － 0.0％ 
 徳山中央浄化センター 3,082,244 3,124,130 1.4％増 43.9％ 
 徳山東部浄化センター 1,497,529 1,464,853 2.2％減 20.6％ 
 新南陽浄化センター 2,382,156 2,498,906 4.9％増 35.1％ 
 新南陽北部浄化センター 7,499 7,711 2.8％増 0.1％ 
 鹿野浄化センター 7,966 10,721 34.6％増 0.2％ 
下水道整備課 2,490 2,532 1.7％増 0.0％ 

合計 6,986,863 7,120,375 1.9％増 100％ 
 
○教育委員会の温室効果排出ガス 
教育委員会の温室効果排出ガスの内訳を下表にまとめた。施設数の多い小学

校・中学校が占める割合が多い。 
温室効果ガス排出量 

[kg-CO2] 内訳 
H14 H15 

変動 H15 
比率 

総務課 143,254 89,517 37.5％減 1.8％ 
生涯学習課 503,437 452,593 10.1％減 9.3％ 
人権教育課 0 2,731 － 0.1％ 
学校教育課 0 0 － 0.0％ 
 全小学校 1,266,487 1,298,630 2.5％増 26.6％ 
 全中学校 941,435 999,328 6.1％増 20.4％ 

単独校 0 10,702 － 0.2％ 
徳山東学校給食センター 315,911 294,670 6.7％減 6.0％ 
徳山西学校給食センター 240,001 221,897 7.5％減 4.5％ 
新南陽学校給食センター 327,544 308,068 5.9％減 6.3％ 
熊毛学校給食センター 96,938 94,076 3.0％減 1.9％ 

学

校

給

食

課 
鹿野学校給食センター 48,016 45,718 4.8％減 0.9％ 

市民スポーツ課 182,762 185,610 1.6％増 3.8％ 
中央図書館 227,777 238,524 4.7％増 4.9％ 
新南陽図書館 123,331 126,909 2.9％増 2.6％ 
熊毛図書館 0 27,925 － 0.6％ 

中

央

図

書

館 鹿野図書館 66,625 58,249 12.6％減 1.2％ 
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温室効果ガス排出量 
[kg-CO2] 内訳 

H14 H15 
変動 H15 

比率 

新南陽総合出張所(新南陽体育館等) 4,956 306,969 － 6.3％ 
熊毛総合出張所(熊毛体育センター等) 72,089 78,881 9.4％増 1.6％ 
鹿野総合出張所 
(鹿野公民館・鹿野総合体育館等) 43,912 46,250 5.3％増 0.9％ 

合計 4,604,475 4,887,249 6.1%増 100％ 
 
○水道局の温室効果排出ガス 
水道局は、一括の数値を提出してもらっているため、内訳の割合・変動は不明

である。 
 
○環境生活部の温室効果排出ガス 
環境生活部の温室効果排出ガスの内訳を下表にまとめた。ごみ燃料化施設にお

ける事業活動に伴う排出量が大半を占めている。 
温室効果ガス排出量 

[kg-CO2] 内訳 
H14 H15 

変動 H15 
比率 

環境政策課 58 3,014 － 0.1％ 
廃棄物リサイクル課 79,623 80,566 1.2％増 2.7％ 
 清掃事務所 159,474 165,602 3.8％増 5.4％ 
 し尿処理場 52,067 92,271 77.2％増 3.0％ 
 ごみ燃料化施設 2,297,014 2,695,921 17.4％増 88.7％ 
市民課 0 0 － 0.0％ 
生活安全課 1,574 2,035 29.3％増 0.1％ 
市民活動推進課 0 0 － 0.0％ 

合計 2,589,810 3,039,408 17.4％増 100％ 
 



8 

○経済部の温室効果排出ガス 
経済部の温室効果排出ガスの内訳を下表にまとめた。地方卸売市場における事

業活動に伴う排出量が大半を占める。 
温室効果ガス排出量 

[kg-CO2] 内訳 
H14 H15 

変動 H15 
比率 

農政課 12,872 9,466 26.5％減 0.4％ 
 地方卸売市場 1,026,562 1,087,750 6.0％増 50.7％ 
林政課 0 0 － 0.0％ 
地籍調査課 0 1,393 － 0.1％ 
水産課 12,129 5,348 55.9％減 0.2％ 
 地方卸売市場水産物市場 240,813 246,334 2.3％増 11.5％ 
商工観光課 413,219 555,872 34.5％増 25.9％ 
動物園 224,014 239,699 7.0％増 11.2％ 

合計 1,929,609 2,145,862 11.2％増 100％ 
 
○温室効果ガス排出量の多い１０部署 
課室等別で、平成 15年度温室効果ガス排出量の多い方から 10部署を下表に示
す。10部署で全体の 82.0％を占めている。 

10部署のうち、7割の部署が平成 14年度と比較して増加している。 
二酸化炭素換算値 

[t-CO2] 部署 
H14 H15 

変動 H15 
比率 

下水道管理課 6,977 7,106 1.8％増 23.4％ 
水道局 4,647 4,602 1.0％減 15.2％ 
廃棄物リサイクル課 2,588 3,034 17.2％増 10.0％ 
教育委員会学校教育課 2,208 2,298 4.1％増 7.6％ 
競艇事業部 2,227 2,131 4.3％減 7.0％ 
病院管理課 1,425 1,873 31.4％増 6.2％ 
総務課 1,105 1,213 9.8％増 4.0％ 
農政課 1,039 1,097 5.6％増 3.6％ 
教育委員会学校給食課 1,028 975 5.2％減 3.2％ 
商工観光課 413 556 34.6％増 1.8％ 

合計 23,657 24,885 － 82.0％ 
 
○排出量増減の要因分析結果 
平成 15 年度の温室効果ガス総排出量は、平成 14 年度比で 2.9%の増加となっ
た。排出量の多い 10 部署が、全体の排出量の８割を占めている。うち７部署が
平成 14年度と比較して増加していることが大きな増加要因であると考えられる。
特に、それら部署の施設・設備におけるエネルギー消費量が大きな割合を占めて

いると考えられる。 
また、経費から使用量を推計する手法による増加も含んでいる。 
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（２）ガソリン 
平成 15年度のガソリン使用量は、145,846 Lで、平成 14年度比で 39.1%の減

少となった。 
年度 使用量【L】 H14年度比 
H14 239,621  
H15 145,846 39.1%減 

H20目標値 227,640 5.0%減 
 
（３）灯油 

平成 15年度の灯油使用量は、923,005 Lで、平成 14年度比で 17.3%の増加と
なった。 

年度 使用量【L】 H14年度比 
H14 782,675  
H15 923,005 17.3%増 

H20目標値 743,541 5.0%減 
 
（４）軽油 

平成 15年度の軽油使用量は、107,972 Lで、平成 14年度比で 2.6%の減少とな
った。 

年度 使用量【L】 H14年度比 
H14 110,835  
H15 107,972 2.6%減 

H20目標値 105,293 5.0%減 
 
（５）Ａ重油 

平成 15年度の重油使用量は、388,780 Lで、平成 14年度比で 4.1%の増加とな
った。 

年度 使用量【L】 H14年度比 
H14 373,549  
H15 388,780 4.1%増 

H20目標値 354,872 5.0%減 
 
（６）都市ガス 

平成 15年度の都市ガス使用量は、530,705 ｍ3で、平成 14年度比で 27.4%の
減少となった。 

年度 使用量【m3】 H14年度比 
H14 731,242  
H15 530,705 27.4%減 

H20目標値 694,680 5.0%減 
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（７）ＬＰガス 
平成 15年度のＬＰガス使用量は、28,551 m3で、平成 14年度比で 11.4%の減
少となった。 

年度 使用量【m3】 H14年度比 
H14 32,234  
H15 28,551 11.4%減 

H20目標値 30,622 5.0%減 
 
（８）電気 

平成 15年度の電気使用量は、35,323,869 kWhで、平成 14年度比で 1.8%の増
加となった。 

年度 使用量【kWh】 H14年度比 
H14 34,704,778  
H15 35,323,869 1.8%増 

H20目標値 32,969,539 5.0%減 
 
（９）水 

平成 15 年度の水使用量は、656,970 m3で、平成 14 年度比で 17.8%の増加と
なった。 

年度 使用量【m3】 H14年度比 
H14 557,790  
H15 656,970 17.8%増 

H20目標値 529,901 5.0%減 
 
（10）用紙及び封筒 

B4、B5 サイズの用紙が減少しているが、その反面 A3、A4 サイズの用紙使用
量が増加している。 
 

（11）グリーン購入 
現在、調査していない。 

 
５．その他参考になること 

（１）算定方法の変更 
平成 14 年度調査では、使用量が把握できなかった箇所はゼロで計算していた。

これに対して、平成 15 年度調査では、使用量当たりの経費を確認し、異常値は修

正、使用量を把握できない数値は経費等から推計した値を追加した。 

 
（２）不確実性要素 
調査に対して、回答がない分は使用量をゼロとした。 
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６．目標達成に向けての提案と今後の方針 

（１）目標達成に向けての提案 

温室効果ガス排出量の削減目標について、排出量の寄与には、施設・設備にお

けるエネルギー消費量が大きな割合を占めている。特に多い 10部署については、
積極的な ESCO事業による省エネ設備改修などを提案する。 
 

（２）今後の方針 

○目標に関連する全ての実績値の把握 

現状、グリーン購入に関する調査を実施していないが、目標に掲げている２項

目について、調査を実施し実績値を把握することを検討する。 

 

○部門別達成状況の公表 

部門別の達成状況を積極的に公表していくことにより、各部門の自覚にうった

えていくことを検討する。 

 

○不確実性事項の把握とその抑制 

調査事項における要綱等の整備を検討する。 

 

○変動原因の把握 

変動原因を把握するための調査を追加することを検討する。 

 

○調査事務負担量の軽減 

財務会計システムなどにより、調査事務負担量の軽減について検討する。 

 

 

注：表中の数値は、四捨五入しており、合計したときに 100％にならない場合があり

ます。 
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別紙１ 対象とした組織及び対象としなかった組織 
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